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研究成果の概要（和文）：本研究はネパール内戦を事例に、紛争国の中央政府が国の内外において統治の正当性
を失ったと認識された場合、どのような主体間の連携によって国内安全保障秩序が再建されるかを、反政府勢力
などの非国家主体も含めて分析することを目的とした。本研究の成果は、クーデターなどによる中央政府の正当
性の低下が、紛争国の安全保障を目的とした中央政府と国内外の主体（国内政党勢力や諸外国）の協働関係の解
消のみならず、反政府勢力も含めた協働関係の再編につながることを実証的に明らかにした点にある。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to analyze, through the case of the Nepalese civil war, 
what kind of collaboration is formed by a variety of actors, including non-state actors and foreign 
countries, to rebuild the domestic security order when the central government of a conflict country 
is perceived to have lost its legitimacy to govern. The outcome of this study is the empirical 
clarification that the decline in the legitimacy of the central government leads not only to the 
dissolution of the cooperative relationship between the central government and domestic and foreign 
actors for the purpose of security in a conflict country, but also to the reorganization of the 
cooperative relationship, including insurgent forces.

研究分野：国際政治学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究成果の学術的意義は、政府による暴力の独占が果たされていない紛争国においては、国内安全保障のた
めの多様な主体による協働体制の安定には、中央政府の正当性の維持が前提となっていることを明らかにした点
である。また、その前提が崩れて中央政府の権威が不安定化し、代替的な権威の形成が行われる過程では、反政
府勢力も含めた国内外の主体間で、利益や理念を媒介にした複雑な調整と連携が行われることを実証的に明らか
にした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

国際関係論では、冷戦後のグローバル化を背景とした NGO や企業の国境を越えた活動の活発
化を反映して、主権国家にとどまらないグローバルな「共治」の実態を分析するグローバル・ガ
ヴァナンス論が発展してきた。また、国家の専管事項であった安全保障分野においても、地域機
構や NGO、民間軍事会社など、中央政府以外の主体の関与がみられる。この安全保障分野の共
治を分析するために、2000 年代初頭にセキュリティ・ガヴァナンス概念が提唱され、研究が蓄
積されてきた。 

応募者は、アジア・アフリカ諸国の事例研究を中心とするセキュリティ・ガヴァナンス研究プ
ロジェクトに 2016 年に参加し、紛争時における中央政府と民兵の協働が後者の正当性を高めた
り、人権侵害行為を惹起したりする「逆機能」（足立 2018）を引き起こすことを指摘した。ま
た、研究を進める中で、プロジェクトが対象としたような紛争を抱える途上国において、中央政
府が統治の正当性を維持できない場合、領域内の秩序再建がどのようになされるのか、安全保障
関連主体の多様化の観点から関心を抱くようになった。 

 

２．研究の目的 

 セキュリティ・ガヴァナンスの概念形成が西欧諸国の事例研究をもとになされたこともあり、
研究開始時点で、中央政府の十分な安全保障供給能力と、公私の主体における人権や民主主義な
どの価値規範の共有を前提にしていない、アジアやアフリカ諸国を対象とした本格的な研究は、
上述のセキュリティ・ガヴァナンス研究プロジェクトが先駆けであった。一方で、プロジェクト
は、失敗国家であっても中央政府が統治の正当性を保持し、領域内の秩序再建の主体となってい
る事例を検証していた。そのため、腐敗や民衆への弾圧によって、中央政府が国の内外において
統治の正当性を失っていると認識されている国は研究の射程外であった。 

 そのため、本研究では、中央政府が国の内外において統治の正当性を失ったと認識された場合、
どの主体を中心に、どのようにして国内安全保障秩序が再建されるかを検証することを目的と
した。多様な主体の協働の観点から、中央政府の正当性が低下した紛争国で、有力な反政府勢力
が領域内に存在したネパール内戦を事例とし、国内安全保障をめぐる国内外の主体の協調関係
の形成と秩序回復過程の分析に取り組んだ。 

 

３．研究の方法 

 ネパール内戦を事例とした本研究の分析期間は、兄の国王一家殺害事件後にギャネンドラ国
王が即位した 2001 年を始点とし、内戦が終結した 2006 年までとした。分析期間を 2002 年 10 月
の国王による内閣の超法規的解散と、2005 年 2 月のクーデターによる国王親政の開始を境に区
切り、三つの分析単位とした。その上で、それぞれの期間におけるネパール政府とマオイスト（反
政府勢力）、国内政党勢力、諸外国の連携関係の変化を検証した。 
 調査は、ネパール政府に対するマオイストの行動の分析、ネパール政府と国内外の主体の関係
性の分析、マオイストと国内外の主体の関係性の分析、の三つのアプローチで進めた。調査では、
ネパール政府、マオイスト、国内政党勢力、米英印などの関連諸外国に関する資料収集を進めな
がら、内戦当時のネパール王国軍関係者、政治家、マオイストといった内戦や和平交渉の当事者
や、内戦期の状況を知悉する研究者やジャーナリストへのインタビューを実施し、内戦時の主体
間の関係性を明らかにすることを試みた。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、中央政府の正当性の低下が紛争国のセキュリティ・ガヴァナンスの動態に大
きな影響を及ぼすことを実証的に明らかにした点である。ネパールの事例からは、国内安全保障
で連携する国内外の主体から中央政府が正当性を喪失したとみなされた場合には、協働関係の
解消のみならず、反政府勢力を含めた協働関係の再編にまで至ることがあることがわかった。再
編の契機が中央政府の権威の喪失による正当性をめぐる政治の活性化であり、再編過程におい
ては外部アクターによる利益を媒介とした調整や、国内の政治主体による民主主義などの理念
をベースにした新たな連携の形成や民衆への支持糾合活動が行われることを明らかにした。本
成果は国内学会で発表した（学会発表①）。 
 また、当初想定していなかった成果として、セキュリティ・ガヴァナンスの逆機能についての
理論的研究が進んだ。本研究の事業開始直後に新型コロナウイルスの世界的蔓延があり、ネパー
ルの感染状況も厳しかったため、事業期間延長後も現地調査は当初の予定の半分程度となる 2 回
（2019 年と 2022 年）にとどまった。そのため、実施可能な補完的な研究として、ネパールの事
例でみられた中央政府と公私の安全保障主体との連携が、望ましくない「意図せざる結果」（Daase 
2010）を生むメカニズムを、アジアと欧州を事例にセキュリティ・ガヴァナンスの理論面から分
析した。 
 一つは既に進めていたスリランカ内戦後期における中央政府と民兵の連携事例の理論的分析
である。ガヴァナンス研究で用いられていた、ガヴァナンスのかじ取りを指すメタガヴァナンス



概念を用い、民兵による人権侵害行為の発生をパートナーである政府による「メタガヴァナンス
の失敗」ととらえ、このような失敗がなぜ起こるのかを分析した。その結果、政府側の連携管理
に関する意思や能力といった要因だけでなく、責任の所在が不明瞭なガヴァナンス特有の性質
や、紛争国社会の構造的要因がメタガヴァナンスの失敗へとつながったことを明らかにした。成
果は国際学会で発表したほか（学会発表②）、英語の共著図書②として刊行した。 
 また、規範の共有がなされている理念型に近いセキュリティ・ガヴァナンスが観察される欧州
においても、ローカル・アクターによるルールの逸脱や想定外の行為がみられることを、テロ予
防政策における EU、オランダ政府、自治体間の連携分析から明らかにした。本成果は、共著図
書①として刊行した。この安全保障分野におけるローカル・アクターによる逸脱行為の研究は、
ネパールも含む南アジアにおけるテロ予防政策をめぐる実践共同体とローカル・アクター間の
実行ギャップ研究という新たな研究課題に発展した（科研費課題番号 23K12426）。 
 上記のように、事業期間中の世界的な感染症の蔓延という事象から、セキュリティ・ガヴァナ
ンスの失敗を理論的に追究する研究が大きく発展することとなった。当初の研究課題は、事業期
間最終年の現地調査で和平交渉当事者の貴重なインタビュー資料が得られたため、結果を整理
して近々成果を刊行する予定である。 
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